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■保有する公共施設の状況 

本市が保有する公共施設の延床面

積約16.7 万㎡で、市民1人当たり

2.15㎡の施設を保有しており、一般

に大規模改修が必要な目安となる築

30年以上を経過した施設が12.1万

㎡（約73％）、築30年未満の施設

が約4.6 万㎡（約27％）となって

います。 

 

 

 

 

■建て替え・改修等に係るコスト試算 

本市が保有している公共施設を、

将来もそのまま保有し続けるために

必要となる費用を試算すると、平成

70年度までの40年間で、公共施設

の更新費用は総額863億円、年平均

約21.6億円かかる見込みとなり、

過去５年間の投資的経費の平均7.4

億円の約2.9倍となります。 
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（年度）

市民1人当たり

2.15㎡/人

学校

本庁舎

総合体育施設

保健福祉総合センター

星田コミュニティー施設

建築後30年以上
12万1,330㎡（73％）

青年の家

教育文化会館

建築後30年未満
4万5,646㎡（27％）

新学校給食センター

学校施設築後30年以上
8万7,518㎡（52％）

旧耐震基準（昭和56年度以前）
延床面積 112,049㎡（67.1％）

新耐震基準（昭和57年度以降）
延床面積 54,927㎡（32.9％）

（年度）

■年齢３区分別人口の推移及び将来予測 

本市の総人口は、平成22年の約7.8 万人をピークに減少し、「交野市人口ビジョン」による独自推

計では、平成52年には約6.9 万人と、平成22年と比較して、約8,500人、約11％減少すると推

計されます。 

図表 今後の建替え・改修に係るコスト試算（マクロ試算） 
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（億円）

（年度）

大規模改修 大規模改修（積み残し） 建替え 建替え（積み残し）
投資的経費（既存更新分） 投資的経費（新規整備分） 投資的経費（用地取得分） 40年平均更新費用
最初の10年

32.2億円/年

11～20年

26.9億円/年

21～30年

12.7億円/年

31～40年

14.5億円/年

延床面積
16.7万㎡

直近の公共
施設にかかる
投資的経費
7.4億円/年

40年間の総額

863億円

年更新費用
21.6億円/年

2.9倍大規模改修

大規模改修積み残し

建替え積み残し

建替え

修繕

図表 築年別整備状況 
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図表 年齢３区分別人口推移 

■公共施設等総合管理計画策定の背景と目的 

本市においては、昭和45年から昭和57年にかけて、人口増加に伴って、その需要に応えるために、主要

な公共施設整備を行ってきました。現在、これらの公共施設やインフラが一斉に改修・更新時期を迎えており、

将来的に、多額の更新費用が必要になると見込まれています。 

よって、財政負担の平準化を図り、市民ニーズの変化も見据えた、良質かつ持続可能な公共施設サービスを

実現するため「交野市公共施設等総合管理計画」策定します。 

■計画の位置付け 

この計画は、本市の最上位計画である「交野市総合計画基本構想」を下支えする計画のひとつであり、また、

「交野市まち・ひと・しごと総合戦略」とも連動した各施策分野の中の施設に関する取り組みの横断的な指針

とし、ハコモノ施設と主要なインフラ資産に係る各個別計画が体系化された包括的なものとして位置付けます。 

■計画期間 

公共施設の質と量の最適化を図る上で、中長期的な計画のもと財政面とも連動した実効性の高いマネジメン

トが丌可欠であるため、平成29年度から平成68年度までの40年間を計画期間とします。 

１．公共施設等総合管理計画の位置付け等 ２．人口の状況 

交野市公共施設等総合管理計画 概要版   平成 29 年３月 

３．保有状況と建て替え・改修等に係るコスト試算（公共施設） 

■保有するインフラ資産の状況 

 

 

 

 

 

 

■建て替え・改修等に係るコスト試算 

本市が保有しているインフラ資産を、将来もそのまま保有し続けるために必要となる費用を試算する

と、平成70年度までの40年間で、インフラ資産の更新費用は総額668億円、年平均16.7億円か

かる見込みとなります。 

 

４．保有状況と建て替え・改修等に係るコスト試算（インフラ資産） 

図表 インフラ資産の保有状況 
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試算年平均

（上下水道含む）

約16.7億円

40年間の試算総額

(上下水道含む)

約668億円
試算実績

3.1倍

(百万円)

試算年平均

（一般会計分：上下水道除く）

約5.6億円 投資的経費の実績年平均

(一般会計分：上下水道除く)

(用地取得費を除く土木費)

約1.8億円

40年間の試算総額

(上下水道除く)

約225億円

図表 今後の更新に係るコスト試算（マクロ試算） 
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■計画の推進体制の構築と今後の展開 

公共施設等総合管理計画への取り組みについては全庁をあげて行う必要があり、特に企画財政部門が中

心となって、営繕所管課や各部局と有機的に連携・連動する組織体制を構築します。また、本計画の進捗

管理は、基本方針に掲げた各種取組等について，施設所管課や関連部局へのヒアリングを行い，PDCAサ

イクルのもと進めていきます。 

 

H29～H33

第１期

H34～H38 H39～H43 H44～H48

第２期

H49～H53

第３期

H54～H58 H59～H63 H64～H68

第４期

総合管理計画の見直し

実行計画の
進捗管理

実行計画の
進捗管理

総合管理計画の見直し
（１０年ごと）

５年ｻｲｸﾙ ５年ｻｲｸﾙ

総合管理計画の見直し
（１０年ごと）

５年ｻｲｸﾙ ５年ｻｲｸﾙ

総合管理計画の見直し
（１０年ごと）

５年ｻｲｸﾙ ５年ｻｲｸﾙ

人口推移、財政状況、
施設状況等

図表 計画の見直しサイクル 

５．交野市公共施設等マネジメント基本方針 

■公共施設等マネジメントの必要性 

公共施設等の老朽化状況、中長期財政見込み、将来更新コストなど

を踏まえると、単純に保有面積の削減では対応しきることができず、

必要な機能は確保しつつ、ありとあらゆる対応策を考え、サービスレ

ベルの維持向上とコスト削減を図る必要があり、今後40年を視野に

入れた基本方針を示す必要があります。 

■総量目標 

 

 

６．公共施設等マネジメントの必要性と総量目標 ７．施設類型別方針 

・施設保有量の削減による直接的な更新費用の縮減 

・維持管理費用の縮減 

・余剰資産（施設保有量の削減に伴うものも含む）の活用（売却・賃貸

等）による財源の確保 

・民間施設の活用・民間資金の導入による財源の確保 等 
のコストを合算し、不足額を賄っていく。 

現在の投資額保持に努める 

・運営面の見直し 
・集約化・複合化による総量削減 
・施設保有の見直し（市がすべて保有するだけではなく、賃借等を含め
た保有形態の見直し） 

・１施設・１機能のあり方の見直し（“施設重視”から“機能重視”へ） 
・未利用地の賃貸・売却等による活用 等 
（ありとあらゆる対応方策を考え、サービスレベルの維持向上とコスト
削減を図る必要がある） 

・インフラの状況を踏まえた計画的な維
持管理 

・長寿命化（計画的な予防保全）による
更新費用のコスト縮減 

・高耐久性の材料や新工法を採用したラ
イフサイクルコストの縮減 

・民間への包括委託等による維持管理コ
スト縮減 

・更新投資に備えた財源確保 等 

単純に面積削減で対応した場合

53%47%

(8.9万㎡)
(7.8万㎡)

維持・更新
できない

半減する
必要がある

公共施設の総量目標 

インフラ資産の総量目標 

インフラ資産の対応策 公共施設の対応策 
９．計画の推進 

将来の人口構成の変化や市民ニーズの変化に柔軟に対応できるよう、必要な機能を精査し、施設機能の

多機能化の検討など、基本方針に基づき、施設類型別方針を示します。 

８．管理に関する方針 

公共施設等の実態・課題等から設定した基本方針の実効性を高めるため、建物の老朽化状況や管理水準

を検証した結果、維持管理・修繕、点検・診断、安全確保等、公共施設等の管理に関する方針を示します。 

Ⅲ．管理に関する方針

⑥複合化による学校施設の
機能向上

⑦市庁舎機能の集約化

⑧小規模単独施設の集約
化・複合化

Ⅱ.施設類型別方針

複合化機能を利用した児童生
徒の多様な学習・体験活動

学校を地域の活動拠点に

①地域の状況・ニーズに応じた機能の導入

③厳しい財政状況への合理的な対応

②機能の向上による地域拠点化

④民間機能の導入・民間施設・民間資金
の活用

Ⅳ．計画の推進体制

Ⅰ.基本方針

コンパクトな自治体

長寿命化

情報の一元管理

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ縮減

既存施設の有効活用

未利用地の売却・賃貸

機能の集約化によるサービスレベルの向上
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老
朽
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・
劣
化

実態・課題のまとめ（主要用途別：詳細把握）

学
校

学校施設は老朽化が進行。
防災機能の充実。

市庁舎機能の分散、老朽化。
防災機能の充実。

“施設”から“機能”への転換。
集約化・複合化、配置の見直しによるサービスレベルの
向上。

図書館の老朽化。
地域の利用実態に合わせた機能のあり方、運営・機能・配
置の見直し。

スポーツ施設の利用者が多い。

計画的な建替え・改修と施設再編に向けた早急な対
応が必要。

イ
ン
フ
ラ

道路の拡幅・歩道整備が必要。
上水管路の老朽化対策と耐震化対策が必要。

⑤学校施設の規模適正化・
適正配置

【上位計画・関連計画】
・第4次総合計画基本構想
・市長戦略2015-2018
・交野市版総合戦略・人口
ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本方針：子育て世代が
魅力を感じるまち

・都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
・他

○市長戦略2015-2018
【政策ﾌﾟﾗﾝ】：子育て世代が住みたいま
ち/子どもがいきいき育つまち
【行革ﾌﾟﾗﾝ】：民間活力の導入/公共施
設の総合管理計画（コンパクトシティを
標榜した再配置）/学校規模の適正化
（公共施設の再配置と合わせ学校規模
を最適化）
【財政ﾌﾟﾗﾝ】：財政収支の均衡化

現状の投資的経費を大きく上回る。長寿
命化だけでは対応できない。
集約化、統廃合が必要。

施
設

（
保
有
量
）

財
政

地
域
別

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果

実態・課題のまとめ（市全体：マクロ把握）

人
口

人口減少（11％）、人口構成の変化（少
子化、高齢化）。

新たな住民を呼び込む必要。
働きやすい、子育てしやすい、住みやす
いまちづくり。
子育て世代を中心とした住宅施策の推進
が必要。

市域・居住範囲ともにコンパクトな自治体。
地域ごとに人口等の今後の変化や問題点
が異なる。

財政の硬直化など、財政状況は厳しい。

未利用地の賃貸・売却。
民間の管理運営、資金活用。
施設の統廃合や複合化。
施設の長寿命化。
地域の防災拠点機能の強化。
文化・スポーツ活動の拠点に対するニー
ズの高さ。
必要な施設は残し、多機能化してサービ
スレベルを向上。
稼働率の低い施設は廃止または民間委託。


